
日本輸送機株式会社 

第103期事業報告書 
平成15年4月1日から平成16年3月31日まで 



これが未来のスタンダード。 
バッテリーフォークリフトの革新車、 
“トランサー  フォルセア”誕生。 

トランサーフォルセア 

2004年5月発売 

写真 : FBC25P-70（2,500kg積） 

トランサー フォルセアはコンテナ作業のために生まれた、
エンジン車からバッテリー車へのシフトにピッタリの全く
新しいフォークリフトです。 
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■ 低重心設計で全高も低く抑え、コンテナ作業が 
　 できます。 

■ ずり下がり防止機能で、コンテナへのスロープの 
　 登り降りも安心です。 

■ 雨にも強い全天候型フォークリフトです。 

アクセル／ブレーキペダルを 
離しても、ゆっくり後退するので 
踏み換え操作も安心です。 

日本工業規格の「防雨形」
（IPX3）をクリアし、
雨の日の屋外作業もこな
します。 

エンジン車に最も近いバッテリー車、 
それが 

“トランサー フォルセア”です。 

エンジン車に最も近いバッテリー車、 
それが 

“トランサー フォルセア”です。 

エンジン車に最も近いバッテリー車、 
それが 

“トランサー フォルセア”です。 

全高2,050mm全高2,110mm

バッテリー位置 

（従来車） 
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株主のみなさまへ

売上高の構成

業績の推移（単独・連結）

株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申しあげま
す。平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて当社第103期（平成15年４月１日より平成16年３月31

日まで）の決算を行いましたので、その概要をご報告申しあ
げます。
当期間における我が国経済は、株式市場や設備投資に回復

の兆しが見えるものの個人消費は依然力強さに欠け、先行き
不透明な状況にあり、世界経済においても中国を中心にアジ
ア経済は比較的順調ですが、欧州経済は停滞感を強め、回復
が大きく進まないなか、当社の業績は売上高321億４千６百
万円（前期比９％の減収）、当期純利益は４億９千３百万円
となりました。
当期の利益配当金につきましては、１株につき４円の復配

とさせていただきました。
第104期につきましては、中長期的に構造デフレが継続し

物流機器業界は依然厳しい状況が予想され、当社は特定業
種・市場に向けた差別化商品の投入やコスト競争力、品質管
理体制の強化などの一連の経営方針を遂行し、「企業体質の
改善」による競争力強化に努め、業績向上に邁進していきた
いと考えております。
株主の皆様には引き続き変わらぬご支援を賜りますようお

願い申しあげます。
平成16年６月

平成15年４月１日から平成16年３月31日まで

取締役社長 裏　辻　俊　彦

売上高および経常利益 
単独売上高 単独経常利益 連結売上高 連結経常利益 

第100期 第101期 第102期 第103期 第100期 第101期 第103期 第102期 

単位：百万円 

32,146
35,345 35,139

742

2,195 1,814

51,518 49,600 49,585

2,277

918

2,332

49,570

△246240

35,338

合計 32,146百万円〔うち輸出 3,624百万円（11％）〕

物流システム 
　　4,955百万円 

（15％） 

販売部品  7,752百万円（24％） 

その他   
885百万円   
（3％） 

産業車両  18,553百万円 
（58％） 
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取締役社長

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

※取 締 役

取　締　役

裏 辻 俊 彦

天 野 昭 雄

大 森 善 之

菅 勲

高 木 善 弘

村　上　晨一郎

渡　邊　雄一郎

取　締　役

取　締　役

監 査 役

監 査 役

※監 査 役

※監 査 役

板 谷 喜 一

仲 上 皖 造

植 村 完 二

西 村 信 哉

島 津 光 一

児 玉 吉 弘

（注）※取締役は、社外取締役であります。
※監査役は、社外監査役であります。

会社が発行する株式の総数

発行済株式総数

当期末株主総数

日 本 電 池 株 式 会 社

三 菱 重 工 業 株 式 会 社

明治安田生命保険相互会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

東京海上火災保険株式会社

株式会社東京三菱銀行

株 式 会 社 京 都 銀 行

株　　主　　名
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況

持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率

140, 000, 000株

35, 600, 000株

3, 391名

4,701

3,100

2,765

2,432

1,853

1,363

1,301

13.4

8.8

7.9

6.9

5.3

3.9

3.7

660

103

―

―

―

―

1,486

0.38

0.00

―

―

―

―

0.45

千株 ％ 千株 ％

大株主

株式の状況 平成16年３月31日現在

役　　員 平成16年６月29日現在

所有者別分布状況

金融機関　45.54％ 
一般法人 
26.00％ 

個人その他 
26.36％ 

外国人　0.70％ 

証券会社　0.67％ 

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の持株数は、信託業務に係るものであり
ます。（退職給付信託口・島津製作所口1,369千株、同・大日本塗料口400千株を含む。）

２．当社は、株式会社東京三菱銀行および三菱信託銀行株式会社の持株会社である株
式会社三菱東京フィナンシャル・グループへ出資し、普通株式1,141株（議決権比
率0.02％）を所有しております。

３．当社は東京海上火災保険株式会社の持株会社である株式会社ミレアホールディン
グスへ出資し、普通株式72株（議決権比率0.00％）を所有しております。

４．日本電池株式会社は、株式会社ユアサ　コーポレーションと共に株式移転により
持株会社である株式会社ジーエス・ユアサ　コーポレーションを設立し、平成16
年４月１日付で経営統合いたしました。当社は、株式会社ジーエス・ユアサ　コ
ーポレーションの普通株式660千株を所有しております。
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連結貸借対照表

（平成16年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資　　本　　の　　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有形固定資産）

建物・構築物

機械装置及び運搬具

リ ー ス 車 両

土 地

そ の 他

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

一年以内に返済
する長期借入金

未払金・未払費用

未 払 税 金

賞 与 引 当 金

設備支払手形

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職給与引当金

そ の 他

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土地再評価差額金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

22,961

11, 365

6, 668

1, 000

1, 220

1, 361

990

56

297

12,537

5, 396

6, 956

175

9

19,849

1, 458

13, 470

3, 583

854

538

△ 55

21,241

（14, 139）

4, 685

3, 635

1, 231

4, 039

547

（88）

（7, 012）

4, 501

7

1, 989

562

△ 48

1,780

189

2,814

144

981

△ 386

△ 52

資 産 合 計 負債・少数株主持分及び資本合計

資 本 合 計

41,090

35,498

121

5,470

41,090
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連結損益計算書

（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）
（単位：百万円）

（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）
（単位：百万円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

連結子会社増加に伴う利益剰余金増加高

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

189
189

1,230
1,583
3

1,580
2,814

科　　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

49,585

37,059

12,525

10,348

2,176

343

187

2,332

165

33

2,464

793

79

11

1,580

連結剰余金計算書
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（平成16年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流 動 資 産

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰延税金資産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有形固定資産）

建物・構築物

機械及び装置

土 地

そ の 他

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

投資有価証券

子 会 社 株 式

子会社出資金

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内に返済
する長期借入金

未払金・未払費用

未 払 税 金

賞 与 引 当 金

設備支払手形

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職給与引当金

そ の 他

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

買換資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

株式等評価差額金

自 己 株 式

19,630

2, 231

6, 713

6, 210

1, 086

1, 143

1, 115

482

53

595

11,283

5, 135

5, 969

175

3

21,362

124

2, 151

12, 692

1, 652

1, 284

5, 373

435

△ 2, 351

17,247

（7, 037）

3, 064

2, 004

1, 421

547

（5）

（10, 204）

4, 037

808

868

2, 624

1, 811

60

△ 6

1,780

189

189

4,865

440

333

330

3, 761

914

△ 52

資 産 合 計 負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

38,610

30,913

7,696

38,610
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（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）
（単位：百万円）

（単位：円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

当 期 未 処 分 利 益

買換資産圧縮積立金取崩額

計

これを次の通り処分します。

利 益 配 当 金

（普通配当　１株につき４円）

役 員 賞 与 金

（ 取 締 役 賞 与 金 ）

（ 監 査 役 賞 与 金 ）

次 期 繰 越 利 益

3,761,488,040

16,942,910

3,778,430,950

141,389,588

13,985,000

（10,385,000）

（3,600,000）

3,623,056,362

科　　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

32,146

25,226

6,920

6,259

661

233

152

742

116

57

801

446

△ 138

493

3,267

3,761

単独損益計算書

利　益　処　分



9
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ユ　ー　ザ　ー 

ニチユグループ系統図 

大 阪 ニ チ ユ ㈱  
東 京 ニ チ ユ ㈱  
九 州 ニ チ ユ ㈱  
中 国 ニ チ ユ ㈱  

他11社 

子　会　社 

上海力至優叉車製造有限公司 
子　会　社 

物流システム そ の 他  

開
発
委
託 

部
　
　
品 

（当社）日本輸送機㈱ 

東 海 ニ チ ユ ㈱  
北 関 東 ニ チ ユ ㈱  

他2社 

関 連 会 社※ 

NICHIYU AUSTRALIA PTY.LTD. 
NICHIYU ASIA PTE.LTD. 
NICHIYU EUROPE B.V. 

他6社 

子　会　社 

海外：製造販売 

テ ク ノ ニ チ ユ ㈱  
子　会　社 

※持分法適用会社 

ソフトウェア開発 

ニチユプラントサービス㈱ 
子　会　社 

物流システム：据付・保守 

ニチユマシナリー㈱ 
子　会　社 

巻取機：製造販売サービス 

国内：販売サービス 海外：販売サービス 

産業車両 

NICHIYU ASIA（THAILAND）CO.,LTD.
関 連 会 社※ 

 



導入がとても手軽！ 
特別なシステム構築が不要で、
お手持ちのパソコンで利用
できます。 

操作がとても簡単！ 
バーコードを読み取るの
で、手入力が要らず、初
めての方でも楽に使いこ
なせます。 

在庫管理にとても便利！ 
入庫・出庫のミスも無くなり、
棚卸し時間も大幅に短縮でき
ます。 

LN50は情報端末でバーコードを読み取って無線でパソコ

ンに送信し、在庫データ管理ができる手頃なシステムです。 

あれっ？ 
数が合わ 
ないわ… 

さっ、これで 
在庫データ更新 

完了！ 

1231

1231

1231

1 2 3 1

1 2 3 1

1 2 3 1

1 2 3 1

さぁ 
これで 
OK!!

ロジスティック 
ナビゲーションシステム�（無線LAN） 

メリ
ット

1

メリ
ット

2

メリ
ット

3

情報端末（PDA）で 
バーコードを読み取ります。 
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新　　製　　品



蘆ピッキング時 蘆ピッキング時 

蘆走行時 蘆走行時 

＜ドライブフロントタイプ＞ ＜フォークフロントタイプ＞ 

ラック内 
通路への 
進入が簡単！ 

走行時の前方 
視界が抜群！ 

パレット作業とピッキング作業
の１台２役で、揚高９mまで
1,000kg積ができます。 
 
用途にあわせて運転席方向が選
べます。 

10階建てビルの高さに相当

する全高30mのラックに対

応し、多層階にわたる搬送

と高層保管が行えます。 

写真 : RFTPH10-F（オプション装着車） 

メンテナンスケージを搭載した 
高揚高タイプクレーン 

RFTPH 10（1,000kg積） 

 

高揚高タイプ 
パレットタイプ 
（1,000kg・1,500kg積） 
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新　　製　　品
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ジャイロ誘導方式とは 
車輌に搭載したジャイロセンサーから得られる、方位角データと 
走行距離データをもとに、車輌の位置情報を算出し、地上からの 
走行ルート指示に従って自律走行します。 

 

(最大積載量：1,500kg～3,000kg積)

(最大積載量：1,000kg～1,500kg積) (最大積載量：1,000kg～3,000kg積)

レイアウト変更や工事も簡単で 
環境に優しいシステムです。 

ジャイロ誘導方式には 
3タイプの無人搬送車が選べます。 
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新　　製　　品

 

ローリフトトラック 
（1,600kg・2,000kg積） 

構内運搬車 
（1,000kg積） 

野菜や魚介類を扱う卸売市場では運搬作業が欠かせません。 
エレトラック（70シリーズ）は使い心地・乗り心地の良さと、
楽なメンテナンスにこだわったクリーンな市場にぴったりの
乗車型構内運搬車です。 

パレットコーターLはパワフルな走行・荷役モーターと、滑
らかな走行制御をエコノミーバッテリーで稼働する物流コス
ト低減に最適なローリフトです。 
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事　業　内　容

産 業 車 両 部 門  バッテリーフォークリフト・自走台車 
バッテリー機関車・モノレール 

販 売 部 品 部 門  補給部品他 

そ の 他 部 門  床面清掃機・床面洗浄機・巻取装置 

物流システム部門 中高層ラック用フォークリフトシステム 
（ラックフォークリフト） 
無人搬送システム 
（無人フォークリフト、無人搬送車、無人牽引車） 
自動倉庫 
電動式移動密集棚システム 

株　主　メ　モ

決　　算　　期
基　　準　　日

公告掲載新聞

名義書換代理人
同事務取扱場所

同 取 次 所

定時株主総会
開 催 時 期３月31日　　　　　　　　　　　　　毎年６月

定時株主総会 ３月31日　 利益配当金 ３月31日
（その他必要のある場合には、あらかじめ公告します。）
京都新聞・日本経済新聞
※今期より貸借対照表及び損益計算書につきまして
は、決算公告に代えて当社ホームページの次のア
ドレスに掲載しております。
http://www.nichiyunet.co.jp/financial/index.html
中央三井信託銀行株式会社
〒541-0041 大阪市中央区北浜２丁目２番21号
中央三井信託銀行（株）大阪支店証券代行部
電話 06－6202－7361

中央三井信託銀行（株）本店・全国各支店
日本証券代行（株）本店・全国各支店



会社の概況
（平成16年６月29日現在）

販売子会社
●国　内
北海道ニチユ（株） 北日本ニチユ（株） ニチユ茨　城（株）
東　京ニチユ（株） 千　葉ニチユ（株） 埼　玉ニチユ（株）
信　越ニチユ（株） 中　部ニチユ（株） 北　陸ニチユ（株）
京　滋ニチユ（株） 大　阪ニチユ（株） 兵　庫ニチユ（株）
中　国ニチユ（株） 四　国ニチユ（株） 九　州ニチユ（株）

●海　外
NICHIYU AUSTRALIA PTY. LTD.
NICHIYU ASIA PTE. LTD.
NICHIYU EUROPE B. V.
NICHIYU FORKLIFT（SHANGHAI）CO., LTD.
NICHIYU FORKLIFT（SHENZHEN）CO., LTD.
NICHIYU HONG KONG CO., LTD.
NICHIYU FORKLIFT（TIANJIN）CO., LTD.
NICHIYU ASIA（M）SDN. BHD.
NICHIYU SINGAPORE PTE. LTD.

社　　　名 日本輸送機株式会社（NIPPON YUSOKI CO., LTD.）
ホームページ http://www.nichiyunet.co.jp/

創立年月日 昭和12年８月４日
資　本　金 1,780,000,000円
代　表　者 取締役社長　裏辻俊彦

事　業　所
本　　　社 〒617- 京都府長岡京市東神足２丁目１番１号
京都事業所 8585 ＴＥＬ075－951－7171

滋賀事業所 〒521- 滋賀県蒲生郡安土町西老蘇８－１
1334 ＴＥＬ0748－46－5511

東 京 支 店 〒141- 東京都品川区大崎１丁目６番１号
0032 大崎ニューシティ１号館 ＴＥＬ03－3779－5601

東 京 配 車 〒345- 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字本郷字東中576
セ ン タ ー 0023 ＴＥＬ0480－32－3215


